
団体コード

団体名 決 算 額 構成比 構成比 構成比 充当一般財源等 経常経費充当

千円 ％ ％ ％ 千円 一財等　千円

10,124,463 千円 14,347,603 55.3 90.0 19.6 4,577,151 4,557,296 29.3  (31.2)

10,899,373 千円 137,423 0.5 0.9 11.5 2,583,339 2,583,339 16.6  (17.7)

15,489,598 千円 104,468 0.4 0.7 20.7 1,825,061 1,823,455 11.7  (12.5)

1,008,055 千円 31,633 0.1 0.2 7.7 1,978,248 1,772,782 11.4  (12.1)

1.068 13,416 0.1 0.1 7.7 1,977,764 1,772,298 11.4  (12.1)

 (1.077) 768,529 3.0 5.3 0.0 484 484 0.0  (0.0)

2.0 ％ 0 0.0 0.0 48.0 8,380,460 8,153,533 52.5  (55.9)

94.2 ％ 0 0.0 0.0 13.4 2,558,277 2,200,886 14.2  (15.1)

7.2 ％ 70,489 0.3 0.5 0.5 130,526 130,526 0.8  (0.9)

7.0 ％ 150,551 0.6 1.0 14.9 2,242,866 2,019,592 13.0  (13.8)

11.0 ％ 104,981 0.4 0.0 1.7 411,985

95.8 ％ 普 通 0 0.0 0.0 0.1 0 0 0.0  (0.0)

103.7 ％ 特 別 104,981 0.4 14.9 3,637,597 2,379,230 15.3  (16.3)

16,060,508 千円 12,801 0.1 0.1

4．べき財源 　　　 Ｄ 11,022,970 千円 0 0.0 0.0 6.5 316,617 経常経費充当一財等計

千円 15,741,894 60.8 98.8 0.2 47,776 千円

174,090 0.7 0.0 6.5 316,617

3,498,935 千円 411,997 1.6 1.2 補 助 3.1 90,735 歳入一般財源等総額

 (1,151,221) 167,045 0.6 0.0 単 独 2.0 219,019 千円

17,114,715 千円 3,967,244 15.3 そ の 他 1.4 6,863

133.1 ％ 3,043,409 11.7 0.0

833,000 千円 188,044 0.7 0.0 0.0

60,715 千円 12,174 0.0 100.0 17,678,328

― 千円 172,314 0.7

344,630 1.3

－　（12.74） ％ 366,373 1.4 0.0

－　（17.74） ％ 1,341,000 5.2

4.4（ 25.0） ％ 0.0

平成21年度
決算状況

132152 市町村類型 Ⅱ-3 歳 入 性 質 別 歳 出

国立市 21年度交付税種地区分 Ⅱ-9
区 分

経常一般財源等
区 分

決 算 額 経常収支比率

人　　     　口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指　　　数　　　等 千円 千円 ％

国
調

17年　　　　  72,667人

過疎　広域行政圏
山村　首都
離島　近郊整備
不交付 既成市街地

〈ごみ･し尿処理〉

  東京たま広域資源
　循環組合

  多摩川衛生組合

〈その他〉

  東京都市町村総合
　事務組合

  立川･昭島･国立
  聖苑組合

　東京都後期高齢者
　医療広域連合

基準財政需要額 地 方 税 13,139,759 人 件 費 5,031,704

増減率（17／12）年　　　0.7％ 基準財政収入額 地 方 譲 与 税 137,423 う ち 職 員 給 2,941,054

公 債 費 1,978,248
住
民
基
本
台
帳

22.3.31　　　72,899人 標準財政規模 　　Ａ 利 子 割 交 付 金 104,468 扶 助 費

 財政力指数（単年度）
株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金 768,529 一時借入金利子 484

5,302,002

対前年増減率　　　0.2％ 臨時財政対策債発行可能額 配 当 割 交 付 金 31,633

8.15k㎡
実質収支比率 ゴルフ場利用税交付金 0

元 利 償 還 金 1,977,76413,416

小 計 12,311,954

22.3.31　　　14,048人 経常一般財源比率 特別地方消費税交付金 0 物 件 費 3,428,319

（参考）    　　65歳以上人口
面積

決算収支の状況（千円） 平成21年度 平成20年度 公債費比率 自動車取得税交付金 70,489 維 持 補 修 費 130,810

1．歳入総額　　　　Ａ 25,930,214 24,364,660 起債制限比率 地方特例交付金等 150,551 補 助 費 等 3,819,519

2．歳出総額　　　　Ｂ 25,617,481 24,020,030 公債費負担比率 地 方 交 付 税 0 積 立 金 443,480

3．歳入歳出差引額  Ｃ
　　　　　（Ａ－Ｂ）

312,733 344,630
経常収支比率 0 投資・出資・貸付金 25,000

現債高倍率    B/A 繰 出 金 3,807,581

4．翌年度へ繰り越す
10,263 85,432

地方債現在高　　　 B 交通安全対策特別交付金 12,801 前年度繰上充用金

債務負担行為限度額 国有提供施設交付金 0 投 資 的 経 費 1,650,818

5．実質収支　　　  Ｅ
　　　　　（Ｃ－Ｄ）

ア イ 債務負担行為翌年度
以降支出予定額　　Ｃ

4,553,142
小 計 14,429,069 う ち 人 件 費 47,776 14,883,767

302,470 259,198 分担金・負担金 0

内

訳

普通建設事業費 1,650,818

6．単年度収支　　　Ｆ
ア－イ 積立金現在高　　　　Ｄ 使 用 料 167,127 784,183

43,272 △ 45,863 （うち財政調整基金） 手 数 料 0 499,772 17,991,061

7．積立金　　　　　Ｇ 135,451 186,939 実質的将来財政負担額　Ｂ＋Ｃ－Ｄ 国 庫 支 出 金

10.実質単年度収支　Ｊ
   （Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

366,863

8．繰上償還額　　　Ｈ 205,466 95,346 実質債務残高比率　（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 都 支 出 金 災害復旧事業費

9．積立金取崩額　　Ｉ 0 320,000 土地開発基金現在高 財 産 収 入 0

384,189 △ 83,578
積立基金取崩額 寄 附 金 合 計 25,617,481

収益事業収入 繰 入 金  (102.0)

健全化判断比率　　　※（ ）書きは早期健全化基準 繰 越 金

減税補てん及び臨時財政対策債
を経常一般財源等から除いた経
常収支比率

失業対策事業費

実質赤字比率 諸 収 入 2,600

連結実質赤字比率 地 方 債

実質公債費比率 （うち減税補てん債）

34.0（350.0） ％  (934,000) 3.6

　（22.4.１現在）

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比
千円 ％ ％ 千円 ％

397 17.4.1 950,000 個人分 6,926,138 48.3 △ 0.7 301,671 1.2

26 17.4.1 815,000 法人分 539,438 3.8 △ 18.8 4,046,445 15.8

17.4.1 750,000 5,298,651 36.9 4.0 9,681,584 37.8

31,244 0.2 1.0 2,091,688 8.2

議 長 8.12.1 575,000 344,288 2.4 △ 5.5 176,845 0.7

397 副 議 長 8.12.1 515,000 0 0.0 38,939 0.1

議 員 8.12.1 490,000 0 0.0 116,825 0.5

0 0.0 2,996,824 11.7

職員数 12,585 世帯 1,207,844 8.4 2.2 1,029,435 4.0

人 20,689 人 入 湯 税 0 0.0 3,158,977 12.3

1,131,968 9 763 人 事 業 所 税 0 0.0 0 0.0

0 ― 3.7 ％ 都市計画税 1,207,844 8.4 2.2 1,978,248 7.7

619,618 13 122,085 円 0 0.0 0 0.0

0 1 74,264 円 14,347,603 100.0 0.3 0 0.0

154,735 2 316,755 円 平成21年度大規模事業（単位：百万円） 25,617,481 100.0

無 1,534,354 11 1,524,459 千円 現年課税分 滞納繰越分

4,414,671 千円 ％ ％

66 千円 98.5 38.6

894,592 千円  (98.5)  (38.6)

2,544 千円 98.2 36.7

361,042 千円 98.9 42.0

89.9 27.6

将来負担比率 （うち臨時財政対策債）

合　　計 25,930,214 100.0 14,598,796 100.0

   特 別 職 等 （22.4.1現在） 市 町 村 税 目 的 別 歳 出

区 分
職員数
Ａ　人

４月分給料支払
総額 B 千円

1人当たり支給月額
B/Ａ 円

区 分
改 訂 実 施
年 月 日

１人当たり平均給料
（報酬）月額 円

区 分
基準税額×１００/７５ 超過課税分収入済額

区 分
充当一般財源等

千円 千円 千円

一 般 職 員 144,102 362,977 市 長 市
民

税
6,943,044 議 会 費 301,601

う ち 技 能 労 務 職 10,808 415,700 副 市 長 514,428 29,274 総 務 費 2,633,175

教 育 公 務 員 教 育 長 固 定 資 産 税 4,982,843 民 生 費 5,460,027

消 防 職 員 軽 自 動 車 税 31,015 衛 生 費 1,734,889

臨 時 職 員
議

会

市町村たばこ税 358,345 労 働 費 135,054

合 計 144,102 362,977 鉱 産 税 農 林 水 産 業 費 38,230

特別土地保有税 商 工 費 71,913

議員数　24人 法 定 外 普 通 税 土 木 費 2,312,908

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適用
の有無

実質収支額 普通会計から
の繰入金

　　　　千円

国
保
事
業
会
計
の
状
況

加入世帯数 目 的 税 消 防 費 813,855

千円 被保険者数　　　　　Ａ 教 育 費 2,198,428

国民健康保険（事業勘定) 116,359 うち退職者被保険者等　Ｂ 災 害 復 旧 費 0

諸 支 出 金 0

老 人 保 健 医 療 6,424 退職者医療制度加入率　B/A×100 公 債 費

被保険者１人当たり保険税調定額 合 計 12,829,675

1,978,248

介護保険（保険事業勘定) 48,227 １世帯当たり保険税調定額 旧 法 に よ る 税

前年度繰上充用金 0

後 期 高 齢 者 医 療 47,661 被保険者１人当たり費用 納 税 義 務 者 数 合 計 17,678,328

介護保険（介護サービス事業勘定) 0

下 水 道 事 業 49,481 保険税（料） 個
　
人

均
等
割

36,698

定額給付金給付事業　　1,107 合 計

保険給付費 東学童保育所建替事業　　54 ％

老人保健拠出金 ハケ上道路整備事業　　114 市 税 合 計
（徴収猶予分除く）

96.1

後期高齢者支援金等
法
人

税
割

2,389

中央線連続立体交差事業負担金　　367  (96.1)

前期高齢者支援金等 第五小学校屋内運動場大規模改造工事　　157 市 民 税 95.2

介護給付費納付金 第二中学校校舎地震補強工事　　225 純固定資産税 96.9

学校ICT関係備品整備事業　　95 国民健康保険税（料） 74.1

徴

収

率

区 分


